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第１章 新庁舎建設の経緯と基本方針 

１-１．庁舎の現状と課題 

（１）庁舎の現状 

 現隠岐の島町庁舎は旧西郷町の庁舎であり、昭和 47 年に建設されてから、旧西郷町の、

また合併後においては隠岐の島町の行政・防災の拠点として機能してきた。 

 建設後約 40年が経過していることから、老朽化等による課題が生じている。施設の機能

においても、エレベーターやトイレなどの設備も高齢者や障がい者などへの対応も十分で

なく利便性に欠け、町民にやさしい建物になっていない。 

また、平成 23年度実施の耐震診断の結果においては、耐震性の不足など地震に対する危

険性が指摘されていることから、震災に即応すべき時に庁舎への直接被害により、行政機

能、災害対策が機能不全に陥ることも想定される。 

 

現庁舎の位置及び規模 

・位  置 隠岐郡隠岐の島町城北町 1番地 

・敷地面積 11,308㎡（うち借地 1,872㎡） 

・延床面積 3,196㎡（ふれあいセンターを除く） 

・構  造 鉄筋コンクリート構造 地上 4階 

 

（２）庁舎の抱える課題 

ア）庁舎の老朽化 

昭和 47年に建設後、昭和 63年には外壁補

修等を行ったものの、雨漏り、壁のクラック、

周辺地盤の沈下などが発生している。 

また、給排水設備においては腐食による漏

水や排水管の閉塞、電気設備においては漏電

などの故障の多発、コンセント類の劣化がみ

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

壁に入ったクラック 

老朽化した屋上 周辺の地盤沈下 
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イ）庁舎の狭隘化と分散化 

平成 16年の合併後、執務室や収納スペースが不足しており、保健課、福祉課は隣接

するふれあいセンターにて執務を行っている。教育委員会、環境課、上下水道課は、

本庁舎から離れた事務所で執務を行うだけでなく、書類は関連施設に収納せざるを得

ない状況にあり、事務効率を下げている。このため、利用される町民にとっても不便

で、かつ、分かりにくいものとなっている。 

 

表 1-1 現庁舎の職員数と延床面積 

 

 

ウ）駐車場の不足 

建設当時と違い、公共交通機関による通勤

が困難となり、自家用車での通勤となったこ

とに加え、合併による職員数の増加等により、

駐車場が不足し、隣接する民地を借用してい

る。 

 

 

 

エ）ユニバーサルデザインへの対応不足 

庁舎には、さまざまな方が訪れるため、誰にでも利用しやすい施設とする必要があ

る。建設後、エレベーターや車いす用のスロープなどを設置したものの、昭和 47年の

水準で建設した建物であるため、カウンター位置が高い箇所もいまだあり、通路には

手すりもなく、車いすに対応した通路幅がとれないないなどの状況にある。 

教育委員会 環境課 上下水道課

116 人 33 人 42 人 19 人 6 人 17 人 191 人

3,196 ㎡ 874 ㎡ 1,149 ㎡ 568 ㎡ 168 ㎡ 413 ㎡ 5,219 ㎡

本　庁　舎　以　外　　　(支所・出張所を除く）

計

職 員 数

庁舎床面積

本庁舎
ふれあい
センター

通路に置かれた資材 

民地を借用した駐車場 
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オ）情報化社会への対応不足 

現庁舎は、情報関連機器等は 3 階の会議室を改造して設置しているが、特別な耐震

対策はされておらず、災害時には大きなダメージを受けることが予測される。 

また、事務室は平成 17年度にＯＡフロアに一部を改修しているものの、庁内 LANや

電気・電話線等が床面に露出しているフロアもあり、高度情報化社会に対応した情報

ネットワーク環境の拡張は限界にきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ）耐震性の不足 

平成 23年度に本庁舎を耐震診断したところ、本庁舎の平面形状は、やや不整形で各

階において形状が変化しており、また、壁の配置についても偏りが大きく、階によっ

て壁が抜けている箇所があるなど、目標とする耐震性能を満たしていないことが分か

った。 

表 1-2 庁舎耐震診断結果概要表 

 
キ）防災拠点としての庁舎 

本庁舎は、平成 3年と平成 5年に豪雨により床下浸水している。その後、平成 10年

に八尾川放水路、平成 12年に銚子ダムが完成した後は、浸水に見舞われていないもの

の、近年多発するゲリラ豪雨など想定外の豪雨があった場合には、役場が孤立するこ

とが考えられる。 

また、役場敷地は海面より＋2.6ｍであるのに対し、島根県が想定している津波は地

盤高＋1.0ｍの港町の海岸線で 2.0ｍの浸水を予想している。現庁舎は海岸線より距離

があり、浸水を想定している津波はないものの、その安全性は小さく、防災拠点とし

ての不安がある。 

会議室を改造したサーバー室 配線が露出しているフロア 
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図 1-1 津波浸水想定図 

 

１-２．これまでの経緯 

本庁舎の耐震診断から、新庁舎建設方針決定までの経緯は以下のとおりである。 

 

表 1-3 新庁舎建設方針決定までの経緯 

平成 23年度 耐震診断により耐震性の不足が判明 

平成 24年度～ 本庁舎を耐震することを役場内で検討開始 

平成 25年 5月 合併特例債が延長され、本庁舎の建替えを踏まえ再検討することとする 

  〃  10月～ 庁舎建設庁内検討委員会 

平成 27年 12月 
庁舎建設庁内検討委員会において「庁舎建設庁内検討結果報告書」が出される。 

これによると新庁舎建設が有利であるとされる。 

平成 28年 5月～6月 
「庁舎建設庁内検討結果報告書」に基づき、「庁舎整備計画説明会」を町内 8地

区で行い、町民の意見を聞く。 

平成 28年 6月 6月定例議会において、新庁舎建設の方針が承認される。 

 

１-３．新庁舎の基本的な考え方 

新庁舎は、以下の基本的な考え方に基づき建設することとする。 

 

（１）人にやさしい庁舎 

庁舎は、子どもから高齢者まで数多くの町民の方が集う場所であり、そこには、人と人

とのつながりや思いやり、支えあいの考え方がより一層重要となる。 

新庁舎は、町民サービスの向上を重視した機能の充実を図り、町民誰もが分かりやすい

システムを取り入れた「人にやさしい庁舎」を目指す。 

マップ onしまねより「津波浸水想定（佐渡島北方沖地震）」 
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（２）行政サービス機能の向上 

町民に対する行政サービスや業務効率の向上を図ると共に、経費の削減を可能にする。 

 

（３）町民の安全を守る防災拠点 

近年、全国各地で発生しているゲリラ豪雨による災害や大地震の教訓から、地域防災の

重要性が再認識されている。災害の際には、庁舎が災害対策本部となり、復旧に向けての

指揮命令機能の中心となることから、耐震性・安全性に優れた、新庁舎を建設し、町民の

安全を守る体制を築くことが必要である。 

 

（４）新たなまちづくりと町民の一体感の醸成 

新庁舎は、町における新たな拠点となり、多彩な町民活動や交流の場として、活用する

ことにより、町民の一体感の醸成につながる施設とする。 

 

（５）地球環境に配慮した庁舎 

地球温暖化の進行は、町民生活や地域経済などにも大きな影響を与える。 

新庁舎建設にあたっては、温室効果ガスの排出量の抑制と資源の有効活用を配慮し、持

続可能な資源循環型社会構築の先駆けとなるような施設を目指す。 

 

１-４．基本計画の位置づけ 

基本計画においては、新庁舎建設を行うため、具体的な建設場所や規模、機能、課題の解決

方法等、基本設計に向けた諸条件の整理・検討を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 基本計画の位置づけ  

庁
内
検
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隠岐の島町庁舎建設検討委員会 
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第２章 新庁舎に必要な基本指標 

２-１．想定人口 

本町は、昭和 30（1955）年以降人口は減少しており、「隠岐の島町まち・ひと・しごと創生

総合戦略」の中で、本町の将来人口についての展望が出されている。その中で、新庁舎が完成

する平成 32年の人口である 13,530人（≒14,000人）を想定人口とする。 

 

表 2-1 隠岐の島町人口の推移と長期的な見通し 

 
 

２-２．新庁舎への集約化の検討 

本町の部署の構成は P10表 2-2「職員数調査結果」に示すように、6課 74名の職員が本庁舎

外にて業務を行っている。 

新庁舎を建設するにあたり、一つの庁舎に集約（集約庁舎）するか、分庁舎方式とするかで

新庁舎規模に大きな影響を与えることから、新庁舎への集約化について検討を行う。 

 

（１）分庁舎方式のメリット 

現在の分庁舎化状況に置けるメリットは以下の点が上げられる。 

① 各庁舎に会議室があるため、本庁舎の会議室不足が軽減される。 

② 分庁舎化により職員駐車場の不足が軽減される。 

③ 分庁舎方式ならば本庁舎の規模が小さくできる。 

 

（２）庁舎集約化によるメリット 

現在の分庁舎化状況に置けるメリットは以下の点が上げられる。 

① 庁舎集約化により、現在の会議室総数を少なくすることができ、会議室は効率的に
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利用できる。 

② 現在、公用車は、各庁舎毎に必要となり公用車総数が多くなっているが、集約化に

より公用車数は少なくできるとともに効率的に利用できる。 

③ 分庁舎方式では、トイレ、台所、玄関等の共用スペースがそれぞれ必要で総延床面

積は大きくなり、修繕費・更新費もそれに伴い大きくなる。 

④ 分庁舎方式より水光熱費が安価となる。 

⑤ 分庁舎方式では窓口が分散し、利用者にとって不便である。 

⑥ 分庁舎方式では伝票、決裁に本庁までの移動が必要となり業務効率が悪い。 

⑦ 分庁舎方式では、庁内のネットワーク利用に制限がかかる。また、セキュリティー

面も十分な対応ができない。 

⑧ 分庁舎方式だと災害時にも職員と対策本部が離れることとなり、迅速な災害対応が

できない。 

⑨ 集約庁舎の方が将来の部署数の変更に柔軟に対応できる。 

 

（３）新庁舎への統合 

前２項のように、分庁舎化にはメリットはあるものの、そのメリットのためには相応の

費用負担も必要となる。また、集約庁舎の方が業務効率だけでなく町民も利用しやすくな

ることから、新庁舎に部署を集約することとする。 

 

２-３．想定本庁職員数及び議員数 

職員数は、平成 28年 4月における本庁舎、ふれあいセンター、教育委員会、環境課、上下

水道課に勤務する職員数調査の数字に基づき算出した。尚、環境課の清掃作業に従事する現業

職員及び環境整備のための臨時職員は本庁舎外での業務が多いため含めていない。 

職員数は将来大幅な増減計画がないため、新庁舎の職員数も現行の組織機構を基本とする。 

 

表 2-1 想定本庁舎職員数 

  
  

現 庁 舎 庁 舎 外 合  計 備　考

2 1 3

課 長 13 6 19

係 長 24 16 40

一般職員 68 47 115 臨時職・現業職含む

製 図 者 9 5 14 技術職員

小 計 114 74 188

16 16 議員定数

特 別 職

職 員

町 議 会 議 員
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表 2-2 職員数調査結果（H28.4.1現在） 

 

課長 係長 主幹等 現業 製図 小計

計 1 1 0 0 0 2 0

庶務係 1 1

議事調査係 0

計 2 3 11 2 0 18 2

消防防災係 2 2 1

竹島対策係 0 1

行政係 1 4 2 7

広報広聴係 1 3 4

職員係 1 2 3

計 1 1 0 0 0 2 1

事業推進係 1 1 1

計 1 3 7 0 0 11 1

企画調整係 1 3 4

財政係 1 3 4 1

管財係 1 1 2

計 1 1 1 0 0 3 0

出納室 1 1 2

計 1 3 8 0 0 12 1

住民税係 1 3 4 1

固定資産係 1 4 5

納税推進係 1 1 2

計 1 2 9 0 0 12 1

戸籍住民係 1 4 5 1

国保年金係 1 5 6

計 1 2 7 0 0 10 1

観光振興係 1 4 5 1

交通交流係 1 3 4

計 1 2 3 0 0 6 3

定住対策係 1 1 2 2

商工労働係 1 2 3 1

計 1 4 6 0 3 14 3

農林振興係 2 4 6 2

農林水産施設係 1 3 4 環境整備員除く

水産振興係 1 2 3 1

計 2 2 1 0 6 11 0

土木係 1 3 4

管理住宅係 1 1 3 5

13 24 53 2 9 101 13

計 1 5 10 0 0 16 3

地域福祉係 1 2 3 1

生活支援係 1 3 4 1

児童福祉係 1 1 2 1

高齢者福祉係 1 2 3

包括支援センター 1 2 3

計 1 2 11 0 0 14 0

健康係 1 9 10

訪問看護係 1 2 3

計 1 2 3 0 0 6 0

生活環境係 1 2 3

清掃施設係 1 1 2 清掃従事者除く

計 1 3 4 4 5 17 0

上水道施設係 1 4 1 6

下水道施設係 1 4 1

業務係 1 4 5

計 1 2 4 0 0 7 2

総務係 1 2 3 2

学校教育係 1 2 3

計 1 2 5 0 0 8 1

社会教育係 1 3 4

文化振興係 1 2 3 1

6 16 37 4 5 68 6

19 40 90 6 14 169 19

（教育委員会）

生涯学習課

（教育委員会）

　　分庁舎　合計

　　総　　合　　計

　　本庁　合計

福祉課

保健課

環境課

上下水道課

総務学校教育課

税務課

町民課

観光課

定住対策課

農林水産課

建設課

総務課

危機管理室

大規模事業課

企画財政課

出納室

課　　名 係　　名
正　　規　　職　　員 臨時

職員
備　　考

議会事務局
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第３章 新庁舎の規模 

新庁舎の延床面積については、起債許可標準面積算定基準、新営一般庁舎面積算定基準に基づ

く面積の算定、現状及び類似自治体庁舎例などを参考値として、適正な規模を設定する。 

 

３-１．現庁舎の延床面積 

本庁舎及び支所・出張所を除く庁舎の床面積は以下のとおりである。 

尚、車庫、庁舎外の資材倉庫は含まれていない。 

 

表 3-1 現庁舎の延床面積内訳 

 
 

３-２．新庁舎延床面積の算定 

平成 23年度に廃止となった総務省の起債許可標準面積算定基準により算定した面積は下記

のとおりである。 

尚、この算定基準に含まれない施設・諸室については、国土交通省の新営一般庁舎面積算定

基準を用いて算定した。 

 

 

 

教育委員会 環境課 上下水道課

① 116 人 33 人 42 人 19 人 6 人 17 人 191 人

特 別 職 58 21 21 79

事 務 職 1,036 243 335 126 60 149 1,614

小　計 1,094 243 356 147 60 149 1,693

③ 518 28 234 181 10 43 780

④ 348 353 237 84 50 103 938

⑤ 675 250 322 156 48 118 1,247

⑥ 309 0 0 0 0 0 309

⑦ 30 0 0 0 0 0 30

⑧ 123 0 0 0 0 0 123

⑨ 16 0 0 0 0 0 16

⑩ 23 0 0 0 0 0 23

⑪ 60 0 0 0 0 0 60

⑫ 3,196 874 1,149 568 168 413 5,219

27.6 26.5 27.4 29.9 28.0 24.3 27.3

※本庁舎以外は、他機能と複合した施設なので、④玄関通路等の面積は（②＋③＋④）☓40%とした。

一人当たり面積：⑫÷①

ふれあい
センター

町 民 ホ ー ル

電 算 機 室

合　　　　　計

庁　　舎　　床　　面　　積　　（　㎡　）

② 事 務 室

倉 庫 ・ 書 庫

会議室・洗面所･便所等

玄 関 通 路 等

機 械 室

防 災 無 線 室

議 場 ・ 議 会 諸 室

宿 直 室

本　庁　舎　以　外　　　(支所・出張所を除く）

本庁舎 計

職 員 数



隠岐の島町新庁舎建設基本計画 

 

 

10 

 

表 3-2 起債許可標準面積算定表 

 
 

３-３．類似自治体庁舎の延床面積 

近年建設された類似自治体の庁舎の延床面積は以下のとおりである。 

 

表 3-3 類似自治体延床面積 

 
 

人数 換算係数換算人数単位面積

特 別 職 3 12.0 36.0 162.00

課 長 19 2.5 47.5 213.75

係 長 40 1.8 72.0 324.00

一 般 職 員 115 1.0 115.0 517.50

製 図 者 14 1.7 23.8 107.10

小計 191 294.3 1324.35  ･･･①

事務室面積の13% 172.17  ･･･②

職員数 191人 ☓ 7㎡ 1337.00  ･･･③

（①＋②＋③）☓40% 1133.41

議員数 16人 ☓ 35㎡ 560.00

4526.93  ･･･④

10㎡/1人＋3.3㎡/1人 13.30  ･･･⑤

冷暖房　（①＋②＋③＋⑤）≧2,000㎡ 157.00

冷暖房　（①＋②＋③＋⑤）≧2,000㎡ 78.00

29.00

現状の床面積 123.00

現状の床面積 23.00

現状の床面積 60.00

483.30  ･･･⑥

5010.23

26.23 ㎡/人

算出面積（㎡）

4.5事
務
室

区分

倉　　　　　庫

合　　　　　計　　（④＋⑥）

会議室･便所・洗面所等

防災無線室

職員１人当り延床面積 ：  5,010.23㎡ ÷ 191人

議場及び議会諸室

玄関・通路等

(A)の計算に
含まれない諸室

国土交通省
新営庁舎基準

により算定

（A)

 総務省地方債
算定基準

（H23廃止）

による施設面積

宿直室（2人）

機械室

電気室

自家発電機室

町民ホール

電算機室

国 見 町 1.0万人 H26.5 木質ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ3階 4,839 ㎡ 108 人 44.8 ㎡/人

四 万 十 町 1.8万人 H26.3 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ･鉄骨･木造3階 5,261 ㎡ 198 人 26.6 ㎡/人

い の 町 2.5万人 H27.3 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ4階 5,174 ㎡ 178 人 29.1 ㎡/人

城 里 町 2.0万人 H27.1 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ3階 5,113 ㎡ 146 人 35.0 ㎡/人

川 島 町 2.0万人 H27.12 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ4階 4,643 ㎡ 139 人 33.4 ㎡/人

さ つ ま 町 2.2万人 H26.3 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ3階 5,358 ㎡ 227 人 23.6 ㎡/人

平均＝ 5,065 ㎡ 166 人 32.1 ㎡/人

延床面積
職員1人当り

延床面積
人口 建築年 構　　造 職員数



隠岐の島町新庁舎建設基本計画 

 

 

11 

 

３-４．新庁舎の必要延床面積 

３－２．の総務省及び国土交通省の算定基準により算定した面積に対し、３－１．現庁舎延

床面積は 200㎡程度多いが、分庁舎をまとめることで、会議室、便所、洗面所等の集約がはか

れることを考慮し、新庁舎延床面積は 5,000 ㎡程度が望ましい。 
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第４章 敷地面積の算定 

４-１．駐車場面積の算定 

（１）来庁者用駐車場 

一般の来庁者用駐車台数については、「市・区・町・役所の窓口事務施設の調査」（関龍

夫千葉工業大学名誉教授 著）及び「最大滞留量の近似的計算方法」（岡田光正大阪大学名

誉教授 著）により算定する。 

 

《算定条件》 

・人口   14,000人 （第 2章 2-1より） 

・来庁者割合  窓口  ：人口の 0.9％ 

   窓口以外 ：人口の 0.6％ 

              ※「市･町･村･役所の窓口事務施設の調査」より 

・車での来庁割合  ：来庁者の 90％ 

・集中率   ：30％  ※「最大滞留量の近似的計算方法」より 

・窓口部門の平均滞留時間 ：30分と仮定 

・窓口部門以外の平均滞留時間 ：60分と仮定 

 

《駐車必要台数の算定》 

1日当たりの来庁者台数＝隠岐の島町人口×来庁者割合×車での来庁者割合 

  <窓口>   来庁者台数＝14,000人×0.9％×90％ ≒113台/日 

  <窓口以外> 来庁者台数＝14,000人×0.6％×90％ ≒ 76台/日 

 

必要駐車台数 

＝最大滞留量(台/日)＝1日当たりの来庁者台数×集中率×平均滞留時間 

  <窓口>   必要駐車台数＝113台×30％×30分/60分≒17台/日 

  <窓口以外> 必要駐車台数＝ 76台×30％×60分/60分≒23台/日 

                         合計 40台 

現在の来客用駐車台数は約 50 台であり、上記算定結果より多いものの、議会時など

には来客用駐車場が満車となることも見受けられる。 

よって、来庁者用駐車場台数は現在の台数 50台に議員定数と報道機関を考慮し 20台

を加えた 70台とする。 

尚、イベント時の来場者駐車場については、イベントのほとんどが休日であることか

ら、職員駐車場を利用することとする。 

 

（２）公用車駐車場 

 公用車台数については、現状と同程度（本庁 39台、上下水道課 9台、環境課 2台、教育

委員会 8台）の 58台を目安にし、駐車方法は屋外駐車場に 40台、屋内駐車場に 18台を駐

車することを想定する。 
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（３）議会用駐車場 

議員用、報道機関用、傍聴者用の駐車場については、来庁者用駐車場を利用する。 

 

（４）職員駐車場 

 現在駐車している職員を調べたところ、以下のとおりであった。 

本庁職員駐車台数  150台 

上下水道課駐車台数  17台 

環境課駐車台数    6台 

教育委員会駐車台数  19台 

           計    192台 

 

（５）必要駐車台数及び敷地面積 

上記算定結果より、駐車台数とそれに必要な敷地面積は以下より 8,000 ㎡とする。 

 

表 4-1 必要駐車場面積 

        
 

 

４-２．駐輪場面積の算定 

現本庁舎の駐輪場（15.5ｍ×5.5ｍ＝85.25㎡）と同程度の面積である 90 ㎡とする。 

 

 

４-３．多目的広場面積の算定 

新庁舎は町民から親しまれ、各種イベントに使用でき、災害時には緊急支援物資などの受け

入れに利用できる多目的広場を設置する。 

多目的広場の面積については、災害時に緊急支援物資の受け入れ、集積所（又は支援機関宿

営地）として機能を前提として下記のとおりの面積とする。 

 

 

 

 

 

 

 

台　数
（台）

1台当たり
面積（㎡）

必要面積
（㎡）

来客用駐車場 70 25 1,750

公用車駐車場 58 25 1,450

職員駐車場 192 25 4,800

8,000

※総務省地方債算定基準面積　25㎡／台
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表 4-2 多目的広場面積 

 
 

 

４-４．新庁舎敷地面積 

新庁舎の延床面積は３－４．で 5,000㎡としていることから、本庁舎に必要な敷地面積は、

3階建てで周囲に 5ｍの余裕をとると、 

  ｛（√（5,000㎡÷3階））＋5ｍ＋5ｍ｝2 ＝2,583㎡ ≒ 3,000㎡ と想定する。 

よって、新庁舎の必要敷地面積は下記面積が望ましい。 

 

表 4-3 新庁舎必要敷地面積 

 
  

区分 算出根拠 算出面積

①
ヘリコプター
離着陸場

着陸帯（標準）に必要な面積
36ｍ×36ｍ＝1,296 ㎡ ≒ 1,300 ㎡
※なお、付近の状況により着陸可能・不可能の場合もある。

1,300 ㎡

②
緊急支援

物資集積場

陸上自衛隊　宿営用天幕 6 名/張、底面積12 ㎡/張
　200 人（中隊規模）÷6 人/張≒34 張
　　　　　34 帳×12 ㎡/張＝408 ㎡
通路、自炊、衛生施設（ﾄｲﾚ等）を加えると約1,000～1,200 ㎡
が必要と想定される。

1,100 ㎡

合　　　計 2,400 ㎡

区分 算出面積

駐車場面積 8,000 ㎡

駐輪場面積 90 ㎡

多目的広場面積 2,400 ㎡

庁舎建設面積 3,000 ㎡

合　　　計 13,490 ㎡ ≒ 13,500 ㎡
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第５章 新庁舎の位置 

５-１．新庁舎建設位置の基本的な考え方 

新庁舎建設位置の選定にあたっては、以下の 4点を基本的な考え方とする。 

（１）実現性と経済性 

町の経済状況を考え、新庁舎建設用地の取得費を抑制できる場所及び庁舎移転がスムー

ズに行える場所を選定。 

（２）利便性 

新庁舎までのアクセスを十分に配慮した場所、十分な駐車スペースが確保できる場所及

び他の公共施設と連携の取りやすい場所の選定。 

（３）防災拠点としての安全性 

津波、土砂崩れ、浸水など自然災害の影響を受けにくい場所、町民や防災関係機関がア

クセスしやすい場所の選定。 

（４）将来の拡張性 

社会ニーズの変化による新たな施設、設備の増築や、次回の庁舎建て替え時に用地の確

保が容易な場所を選定。 

 

５-２．新庁舎建設エリアの選定 

隠岐の島町は平成 16年に都万村・五箇村・布施村と西郷町が合併した町です。 

新庁舎をどのエリアに選定するかが、旧町村住民にとっては少なからぬ影響を与えることと

なる。 

 

（１）町内でのエリア選定 

合併前の各町村の庁舎は、都万村は中

里、五箇村は北方、布施村は布施、西郷

町は城北町と、人口が多い地区に設置さ

れてきています。隠岐の島町の人口の

48％は、西郷エリアが占め、それに隣接

する原田、東郷、磯エリアが 20％を占め

ることから、西郷エリア及びその周辺に

おいて候補地を選定することとした。 

 

 

 

図 5-1 人口分布図 

（２）西郷エリア周辺の状況 

新庁舎の建設位置については、利便性、防災性、他施設との連携を考慮しなくてはならな

い。西郷エリア周辺の状況についてまとめると次図のようになる。 
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図 5-2 西郷エリア周辺の状況 
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５-３．候補地の選定 

「第 4章 敷地面積の算定」で検討された敷地面積を前提条件として、前項にある西郷エリ

ア周辺の交通・道路状況や公共施設等を考慮して候補地を検討したところ候補地は十数カ所あ

げられた。しかし、敷地面積は確保できるものの、敷地造成、開発における法的な手続き、防

災拠点としての安全性などさまざまな制約が露見し候補が絞られた。 

更には、人口が集中する西郷都市計画区域だけでなく周辺地域の住民の利便性と共に、農業

生産活動への影響を小さくすることも考慮した。 

そのようにさまざまな観点から検討した結果、以下の２箇所が新庁舎建設の候補地として絞

り込まれた。 

 

候補地①・・・・隠岐病院前候補地 

候補地②・・・・処理場横候補地 

 

 

図 5-3 新庁舎建設候補地 

 

５-４．新庁舎建設位置の決定 

前項２箇所の候補地について比較を行うと以下のとおりである。 
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（１）実現性と経済性 

候補地①は、候補地の一部に宅地及び社屋があり、用地交渉に時間が必要であるとともに、

用地買収費が高額となる。それに対し候補地②は農地であり、用地買収費が安価である。 

また、工事時には候補地①周辺には隠岐病院、商業施設があり、工事用車両の通行には注

意を払う必要がある。それに対し候補地②は 2車線改良が完了している国道に隣接している

と共に処理場敷地が隣接しており、工事を円滑に進めることができる。 

 

（２）利便性 

候補地①は、隠岐病院、商業施設に近く、街部及び病院利用者には利便が良いものの、隠

岐病院入口の交差点改良が早急に必要となる。また、町道西郷 3号線により敷地が分断され

交通安全上の課題がある。 

候補地②は、隠岐病院、商業施設から多少離れた位置にあるものの、都万・磯・五箇・布

施方面からの利便は良い。隠岐病院との連携を図るために町道西郷 3号線の改良及びバスの

敷地内への乗り入れが必要である。 

 

（３）防災拠点としての安全性 

両候補地とも、2車線道路に接している。浸水被害に対しては両候補地とも造成地盤高を

上げることで浸水被害を回避できるものの、八尾川決壊時には、候補地①周辺の道路は浸水

が想定されており、役場庁舎が孤立する可能性がある。それに対し候補地②は、周辺地盤よ

り高い国道に接しており、八尾川決壊時にも防災拠点としての機能が維持できる。 

 

（４）将来の拡張性 

候補地①、候補地②とも周辺が農地であり、将来的に敷地を広げることは可能である。 

 

以上のことから、候補地①は、（１）実現性と経済性、（３）防災拠点としての安全性につい

ては、課題があり、（２）利便性については、隠岐病院や商業施設に近く優れているものの交

通安全上の課題がある。 

それに対し、候補地②は、（２）利便性については、課題があるものの、（１）実現性と経済

性、（３）防災拠点としての安全性については、優れていると言える。 

このように、それぞれの利点、課題がある。 

しかし、候補地②の（２）利便性については、バス路線の再構築又は、道路改良によりそれ

を改善する事ができるのに対し、候補地①は（１）実現性と経済性、（３）防災拠点としての

安全性については改善する事が困難な要素が多い。 

このことから、以下の条件を付して、候補地②、「隠岐の島町下西田井 78-2 番地、78-7 番

地、79-1番地､79-2番地、79-6、80-2番地」を中心とする約 10,000㎡の敷地に新庁舎を建設

し、13,500 ㎡の敷地を確保するため、西郷浄化センターの未利用地約 4,000 ㎡を当面、職員

駐車場等に利用することで事業費の節減にも努めることが望ましい。 
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《建設地とする条件》 

(1) バス路線の検討を行い、当該候補地と、隠岐病院、フェリーターミナルなどの主要

拠点を結ぶこと。 

(2) 当該候補地と隠岐病院を結ぶ町道西郷 3号線の歩道付 2車線の道路改良を行うこと。 

(3) 新庁舎のアクセスに必要となる、国道の右折レーンを含む交差点の改良、歩道の整

備などを島根県に要請すること。 
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新庁舎敷地平面図 
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第６章 新庁舎の整備方針 

 新庁舎建設の５つの基本的な考え方から、新庁舎建設にあたっては、以下のような機能が必

要とされます。 

 

６-１．人にやさしい庁舎 

町民サービスの向上を重視した機能の充実を図り、町民誰もがわかりやすいシステムを取り

入れます。 

（１）ユニバーサルデザイン※1 

高齢者や障害者、乳幼児を連れた人などを含む

すべての来庁者が使いやすい庁舎となるよう配

慮します。 

ア）点字ブロック、スロープなどによるバリアフ

リー化 

イ）車いすが乗れるエレベーターの大きさと、上

下階の移動がスムーズに行えるよう、適切な配

置。 

ウ）多目的トイレ、授乳スペース 

エ）利用者の動線に合わせた手すりの設置 

 

（２）窓口機能 

ワンストップサービス※2の提供と、わかりやす

く親しみやすい窓口サービスの充実を図ります。

また、来庁者のプライバシーに配慮した窓口とし

ます。 

ア）遠くから認識でき、誰にでも分かりやすい案

内表示 

イ）プライバシー確保のため、仕切りのあるロー

カウンターの設置 

 

 

※1 「ユニバーサルデザイン」とは、文化・言語・国籍の違い、老若男女といった差異、障害・能力の如何を問わず

に利用することができる施設・製品・情報の設計（デザイン）をいう。 

※2 「ワンストップサービス」とは、ひとつの場所でさまざまなサービスが受けられる環境、場所のことをいう。一

般的に自治体庁舎においては、住民が座ったままで、職員が入れ替わることでさまざまな手続きができるシステム

と、一つのフロアでさまざまな手続きができるシステム（ワンフロアストップ）の両方の意味をもつ。 

 

 

 

手摺り･点字ブロックの 

設置された階段（真庭市） 

ローカウンターで椅子で色分けされ

た窓口 (四万十町) 
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（３）議会機能 

親しみやすく誰もが傍聴できる環境の整備に

配慮します。 

ア）出入りしやすい傍聴席 

イ）インターネットやモニター等により議会中

継が可能な放送設備を検討 

ウ）使用頻度の低い議場及び委員会室は、一定の

制約のもとで多目的に利用可能な空間となる

よう可変性のあるプランを検討する。 

 

６-２．行政サービス機能の向上 

新庁舎においては行政サービスや業務効率の向上を図るため次のように計画します。 

（１）高度情報化機能 

近年の高度情報化社会に柔軟に対応するために必要となる、各種情報端末機器や電算機

室のスペースを確保し、住民サービスの向上と事務の効率化を図ります。 

また、情報端末機器や電算室には、十分なセキュリティー対策を講じます。 

（２）効率的な執務空間 

執務空間は機能性・効率性を重視するとともに、将来の社会状況や、組織の変化に柔軟

に対応できる施設とします。 

ア）時代の変化や機能の変化に柔軟に対応できるオープンスペース※3の執務室 

イ）セキュリティー、個人情報保護のため適正な執務環境を計画する 

ウ）書類は常用文書と保存文書に分けるなどして適正なスペースを確保する 

エ）配置変更に柔軟に対応できるフロア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※3 「オープンスペース」とは、建築物に覆われていない空間の総称であり、ここでは、執務室において壁を設置せ

ず、大きな空間の執務室を意味する。 

※4 「ファイリングシステム」とは、書類を、必要に応じ即時に利用できるように整理保管し、最終的には廃棄に至

る一連の文書管理方法のことです。具体的には、文書を簿冊に綴じるのではなく、個別フォルダーで収納、管理し、

専用のキャビネット等で保管することで文書量を削減できます。 

オープンスペースの執務室 

(四万十町) 

ファイリングシステム※4により整理

された書類(四万十町)) 

傍聴しやすい議会(真庭市) 
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６-３．町民の安全を守る防災拠点 

耐震性・安全性に優れるだけでなく、災害時には災害対策本部となり復旧に向けた指揮命令

機能の中心となる新庁舎となるよう計画します。 

（１）庁舎の耐震化 

大規模地震時においても庁舎の被害を最小限に抑え、行政の機能を確保する。 

ア）耐震構造や免震構造など耐震安全性に優れた構造とする 

イ）地震時には室内の機器・備品が点等あるいは機能停止しないように配慮する 

ウ）浸水に耐えられるような建物の高さを確保する 

 

（２）防災拠点機能 

災害時には災害対策本部となり迅速に対応できるよう防災拠点としての機能を整備しま

す。 

ア）災害対策本部室として活用できる空間又は部屋を確保し、指揮命令に必要な機器を設

置する 

イ）自家発電装置又は自然エネルギーを利用した蓄電システムなど非常用電源の確保す

る 

 

６-４．新たなまちづくりと町民の一体感の醸成 

（１）町民との協働拠点機能 

町民と行政が連携し、協力し合う交流や情報交換の場とするほか、情報発信の場として

の機能強化を図ります。 

ア）夜間でも町民が使用できる会議室 

イ）町民活動の展示場所（ギャラリー） 

（２）町民が愛着をもてる機能 

町民が愛着をもてる庁舎整備を行います。 

耐震構造 

地震に対し柱・梁・壁などで抵抗

できるように計画されています。 

制震構造 

ダンパーなどの制震装置を入れ、

揺れを早めに収めたり、躯体の損

傷を小さくします 

免震構造 

地面と建物の間に積層ゴムなどの免

震装置を入れ、地面の激しい動きを

ゆっくりとした動きに変えて、建物

に伝えます。 
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ア）隠岐産材を使った木のぬくもりのある庁舎 

イ）町民同士が交流できる多目的スペースとしての町民ホール 

 

６-５．地球環境に配慮した庁舎 

（１）グリーン庁舎（環境負荷低減に配慮した官庁施設） 

国土交通省が推進する建築物の計画から建設、運用、廃棄にいたるまでのライフサイク

ルコストを通じた環境負荷の低減に配慮した「環境負荷低減に配慮した官庁施設（グリー

ン庁舎）」の考え方は基本に整備を計画する。 

 

図 6-1 グリーン庁舎のイメージ（国土交通省 HPより） 
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第７章 事業計画 

７-１．概算事業費 

（１）類似自治体の庁舎建設費 

近年建設された類似自治体の庁舎の建設費は以下のとおりである。 

 

表 7-1 類似自治体庁舎建設費 

 

 

（２）概算事業費 

新庁舎の階数及び構造は、鉄筋コンクリート（ＲＣ）造、３階建てを想定し、延床面積

等は、第３章「新庁舎の規模」及び第４章「敷地面積の算定」で検討した値を採用する。 

ただし、基本設計の段階において、構造及び階数等について詳細な検討を行うものとす

る。 

また、この概算事業費は、事業予算を想定したものであり、今後、設計、建設にあたっ

ては、事業費の削減に努めるものとする。 

 

新庁舎延床面積：  5,000㎡ 

新庁舎建築面積：  3,000㎡ 

新庁舎敷地面積： 10,000㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設費 ㎡単価

国 見 町 1.0万人 H26.5 木質ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ3階 4,839 ㎡ 193,800 40.05

四 万 十 町 1.8万人 H26.3 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ･鉄骨･木造3階 5,261 ㎡ 215,955 41.05

い の 町 2.5万人 H27.3 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ4階 5,174 ㎡ 238,187 46.04

城 里 町 2.0万人 H27.1 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ3階 5,113 ㎡ 220,206 43.07

川 島 町 2.0万人 H27.12 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ4階 4,643 ㎡ 227,354 48.97

さ つ ま 町 2.2万人 H26.3 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ3階 5,358 ㎡ 175,000 32.66

平均＝ 5,065 ㎡ 211,750 41.97

構　　造 延床面積
概算建設費（万円）

人口 建築年
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表 7-2 新庁舎建設 概算事業費表 

 

※1  類似自治体単価 420千円/㎡ 

※2  倉庫車庫の面積＝公用車屋内駐車 18台×25㎡≒500㎡ 

※3  備品購入費のうち 50％を起債対象外とする。 

 

（３）財源 

本町では、新庁舎建設を合併特例債の期限である、平成 31年度末までに完成することと

し、起債には合併特例債を使用する。 

表 7-3 財源内訳表     単位：千円 

 
※ 合併特例債の充当率は 95％ 

起債対象 町単独費

敷地造成設計 1 式 9,000 9,000 0

地質調査業務 1 式 7,000 7,000 0

基本設計業務 5,000 ㎡ 25,000 25,000 0

実施設計業務 5,000 ㎡ 60,000 60,000 0

小　計 101,000 101,000 0

用地費 1 式 60,000 60,000 0

造成費 1 式 100,000 100,000 0

外構工事費 1 式 78,000 78,000 0

小　計 238,000 238,000 0

建設工事費 ※1 5,000 ㎡ 420 2,100,000 2,100,000 0

倉庫・車庫等建設費 ※2 500 ㎡ 100 50,000 50,000 0

備品購入費 ※3 1 式 101,000 50,000 51,000

積算業務 1 式 15,000 15,000 0

監理業務委託 1 式 25,000 25,000 0

小　計 2,291,000 2,240,000 51,000

2,630,000 2,579,000 51,000

数量 単価
(千円)

事　　業　　費　　（千円）

設
計
費

用
地
造
成
費

建
設
費

合計

合併特例債 一般財源

起債事業 2,579,000 2,450,050 128,950

単独事業 51,000 51,000

計 2,630,000 2,450,050 179,950

事業費
財源内訳
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（４）交付金の活用 

新庁舎建設に際しては、前ページの財源のほか、国、県の交付金（補助金）等の導入を

検討し、積極的に活用するものとする。 

 

○社会資本整備総合交付金 

社会資本整備総合交付金のメニューの中に「住宅・建築物耐震改修事業」がある。

同事業は，住宅又は災害時に重要な機能を果たす施設（庁舎も該当する。）等の耐震

改修又は建替えに関する事業に対しての交付金である。交付金の額は，１㎡あたり，

数千円～１５千円程度と少額である。 

 

○島根県森林整備加速化・林業再生事業費補助金 

県産木材「しまねの木認証材」を使用する、町民ホールなど目立つ部分について補

助がでる。 

 

 

７-２．事業スケジュール 

事業スケジュールは次項のとおり想定し、平成 31年度末事業完了を目指す。 
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表 7-4 新庁舎建設スケジュール 

 

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

庁舎建設検討委員会

新庁舎基本設計

新庁舎実施設計

敷地造成設計

開発行為申請等

用地取得

造成工事

新庁舎建設工事

外構工事

H28 H29 H30 H31

建
設
位
置
決
定

用地取得

用地交渉

積算・

設計書作成

入札手続き

造成工事

備品納入

事務所移転建設工事 17ヶ月

公募

プロポーザル

12月末～2月末


